
































導が改訂となり、2011 年から小学校 5-6 学年に外国語活動 (3) が位置づ
けられ、実施されている。そして 2017 年 3 月には新学習指導要領が告
示され、2020 年から施行されることになった。これによると、小学校






















携わる教員志望者は外国語活動（現在は 5-6 学年、2020 年度より 3-4 学
























下の経緯から選択した。1986 年 4 月臨時教育審議会「英語改革に関す














































 1 JACET（大学英語教育学会）･SLA 研究会 (2013）『第二言語習得
と教育法』開拓社
 2	 JACET 教育問題研究会 (2016)『新しい時代の英語科教育の基礎と
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 3  JACET 教育問題研究会 (2012)『新英語科教育の基礎と実践 : 授業
力のさらなる向上を目指して』三修社
 4  青木昭六 (2003)『新学習指導要領に基づく英語科教育法の構築と
展開』現代教育社
 5  青木昭六 (2003)『新しい英語科教育法：理論と実践のインターフェ
－ 34 －
イス』現代教育社
 6  浅羽亮一 ･ 豊田一男 ･ 山崎朝子 ･ 佐藤敏子 ･ 中村典生 ･ 大崎さつ
き (2013)『わかりやすい英語教育法〔改訂版〕小中高での実践的
指導』三修社
 7  東眞須美 (1992)『英語科教育法ハンドブック』大修館書店
 8  荒木秀二 ･ 後藤英照 (2000)『小・中・高を結ぶ ― 英語教育と総
合的な学習』三省堂
 9  石黒昭博 ･ 山内信幸 ･ 赤松信彦 ･ 北林利治 (2003)『現代の英語科
教育法』英宝社
10  石田雅近 ･ 小泉仁 ･ 古谷貴雄 (2013)『新しい英語科授業の実践 ―
グローバル時代の人材育成をめざして』金星堂
11  一宮和一郎 (2001)『21 世紀に生きる新英語科教育法：EIA の理論
と教室実践』三友社出版
12  今井典子 ･ 髙島英幸 (2015)『小・中・高等学校における学習段階
に応じた課題解決型言語活動 ― 自律する言語使用者の育成 ―』
東京書籍
13  伊村元道 ･茂住寛男 ･木村松雄 (2008)『あたらしい英語科教育法 :
小・中・高校の連携を視座に』学文社
14  馬本勉 (2014)『外国語活動から始まる英語教育　ことばへの気づ
きを中心として』あいり出版
15  大澤茂 ･ 安藤昭一 (1994)『現代の英語科教育法 : いままでの英語
科教育 これからの英語科教育』南雲堂
16  岡田圭子 ･ ブレンダ‐ハヤシ ･ 嶋林昭治 ･ 江原美明 (2015)『基礎
から学ぶ英語科教育法』松柏社
17  岡秀夫･飯野厚･金澤洋子･富永裕子･中鉢惠一･中村隆 (2011)『グ
ローバル時代の英語教育：新しい英語科教育法』成美堂
18  木村松雄 (2011)『新版英語科教育法：小中高の連携 —EGP から
ESP へ』学文社
19  グローバル英語教教育研究会 (1996)『グローバル英語教育の手法
と展開オーラルコミュニケーションへの応用』三友社出版
20  小寺茂明 ･ 吉田晴世 (2005)『英語教育の基礎知識：教科教育法の
理論と実践』大修館書店




22  新英語教育研究会 (2009)『新しい英語教育の創造』三友社出版
23  諏訪部真 ･ 望月昭彦 ･ 白畑知彦 (1997)『英語の授業実践－小学校
から大学まで』大修館書店
24  高梨庸雄 ･高橋正夫 (2011)『新・英語教育学概論 [ 改訂版 ]』金星
堂
25  高橋貞雄 (2016)『新しい英語教育の展開』玉川大学出版部
26  土屋澄男 ･ 秋山朝康 ･ 千葉克裕 ･ 蒔田守 ･ 望月正道 (2011)『新編
英語科教育法入門』研究社
27  中野美知子 (2015)『英語教育の実践的探究』渓水社
28  畑中孝寛 ･久松豊 (1996)『最新英語科教育法』成美堂
29  ハーマ‐ジェレミー著 ･ 渡邉時夫 ･ 高梨庸夫監訳 (2002)『21 世紀
の英語教育を考える実践英語教育の進め方 ― 小学生から一般社
会人の指導まで ―』ピアソン‐エデュケーション
30  馬場哲生 (2016)『英語科教育』一藝社
31  樋口晶彦 ･島谷浩 (2007)『21 世紀の英語科教育』開隆堂出版
32  三浦省吾 ･ 深澤清治 (2009)『新しい学びを拓く　英語科授業の理
論と実践』ミネルヴァ書房
33  村野井仁 ･ 渡部良典 ･ 大関直子 ･ 富田祐一 (2012)『統合的英語科
教育法』成美堂
34  村野井仁 ･ 千葉元信 ･ 畑中孝寛 (2011)『実践的英語科教育法 : 総
合的コミュニケーション能力を育てる指導』成美堂
35  望月昭彦 (2010)『改訂版 新学習指導要領にもとづく英語科教育法』
大修館書店
36  望月昭彦 ･ 久保田章 ･ 磐崎弘貞 ･ 卯城祐司 (2007)『新しい英語教
育のために理論と実践の接点を求めて』成美堂
37  米山朝二 ･ 佐野正之 (1987)『新しい英語科教育法 : 問題解決と活
動中心のアプローチ』大修館書店
38  米山朝二 ･ 杉山敏 ･ 多田茂 (2013)『英語科教育実習ハンドブック
新版』大修館書店
39  和田稔 (1997)『日本における英語教育の研究：学習指導要領の理
論と実践』桐原書店













　表 1 で示すように、対象テキスト 39 冊中、目次と本文中の見出しタ
イトルにキーワードの記載「有」のテキストは30冊（全体の76.9%）であっ
た。記載「無」は 9 冊（全体の 23.0％）であった。
　表 1（記載の有無）記載の文献番号                                                    (N ＝ 39)
記載の有無 対象の著作番号 割合
記載「有」
 1  2  3  4  5  6  8  10  12  13  14  16  17  18  20  21  22 

















































「節」に記載があるテキストは 16 冊、「項」に記載されているのは 8 冊、「付
録」に記載されているのは 10 冊、「索引」にキーワードが見られたテキ
ストは 15 冊であった。
　表 2：記載「有」の箇所                 　　　　　　　　　　　　　(N ＝ 30)
テキスト番号 部 章 節 項 付録 索引
1 〇
2 〇 〇
3 〇 〇 〇
4 〇
5 〇
6 〇 〇 〇
8 〇
10 〇 〇 〇
12 〇
13 〇 〇 〇 〇
14 〇 〇 〇
16 〇 〇
17 〇 〇 〇




23 〇 〇 〇
24 〇 〇 〇 〇
25 〇



























































　「章」の中で記載があったのは 16 冊で、多い順に記すと、14 が 41 ペー
ジ（総ページ数に対する割合は 16.3％）、10 が 30 ページ（10.2％）、25
が 26 ページ（10.4％）であった。記載が 1 番少ないのは 34 の 8 ページ
（3.6％）であった。
　「節」の中で記載があったのは 16 冊で、多い順に 12 が 43 ページ
（10.1％）、36 が 24 ページ（7.3％）、6 が 19 ページ（8.4％）であった。
記載が 1 番少ないのは 22 の 0.1 ページ（0.0％）であった。
　「項」の中で記載があったのは 8 冊で、多い順に 8 が 17 ページ（8.6％）、
32 が 5 ページ（1.9％）、16 が 7 ページ（2.0％）であった。記載が 1 番
少ないのは、17 の 0.2 ページ（0.1％）であった。
　「付録」の中で記載があったのは 10 冊で、多い順に 35 が 7 ページ
（2.4％）、24 が 6 ページ（2.1％）、18 が 4 ページ（1.5％）であった。記





数が多い順に、14 が 47 ページ（18.7％）、12 が 43 ページ（10.1％）、6
が 36 ページ（15.9％）であった。記載が少ないのは、22 が 0.1 ページ
（0.0％）、38 が 1 ページ（0.4％）、17 が 2.2 ページ（1.2％）であった。
　その他の結果は、下記の表 3 のとおりである。
　表 3　テキスト項目と分量 (総ページ数に対する割合 )　　　　　  (N ＝ 30)
テキスト 
番号 章 節 項 付録 全体 総ページ数
1 12（3.1％）   12（3.1％） 382 
2   2（0.6％） 3（0.9％） 5（1.5％） 325 
3 10（3.7％） 2（0.7％）  12（4.4％） 268 
4  6（2.6％）  6（2.6％） 234 
5  5（2.0％）  5（2.0％） 244 
6 14（6.2％） 19（8.4％）  3（1.3％）36（15.9％） 227 
8   17（8.6％） 17（8.6％） 197 
10 30（10.2％） 1（0.3％）  31（10.5％） 295 
12  43（10.1％）  43（10.1％） 427 
13 22（8.7％）  1（0.4％） 2（0.8％） 25（9.9％） 254 
14 41（16.3％） 4（1.6％）  2（0.8％）47（18.7％） 252 
16   7（2.0％） 7（2.0％） 353 
17  2（1.1％） 0.2（0.1％） 2.2（1.2％） 174 
18 17（6.3％）  1（0.4％） 4（1.5％） 22（8.2％） 270 
20  16（7.3％）  16（7.3％） 220 
21  3（1.2％）  3（1.2％） 258 
22  0.1（0.0％）  0.1（0.0％） 253 
23 25（7.6％） 2（0.6％）  27（8.2％） 331 
24 9（3.1％） 3（1.0％）  6（2.1％） 18（6.2％） 291 
25 26（10.4％）   26（10.4％） 251 
26 9（3.7％） 2（0.8％）  3（1.2％） 14（5.7％） 244 
27   1（0.2％） 1（0.2％） 497 
30 26（11.6％）   26（11.6％） 225 
31 13（4.5％）   13（4.5％） 291 
32   5（1.9％） 2（0.8％） 7（2.7％） 257 
33 20（8.3％）   20（8.3％） 240 
34 8（3.6％）   8（3.6％） 224 
35 11（3.8％） 2（0.7％）  7（2.4％） 20（6.9％） 290 
36  24（7.3％）  24（7.3％） 328 







14 の 41 ページであるが、総ページ数に対する割合は僅が 16.3％であっ
た。2 番目に多かったのは、10 の 30 ページ（10.2%）であるが、総ペー




36 と 20 は 7.3% であった。同じ 7.3% であっても、36 は 24 ページ、20
は 16 ページの記載があった。
　「項」では、多い順に 8 は 8.6%、32 が 1.9% であり、何も書かれてな
いに等しい量である。
　「付録」では、多い順に 35 が 2.4%、24 の 2.1% で、記載が少ないも
のは 38 の 0.4% であった。
　次に記載項目のページ数をテキストごとに総合計してみると、ページ
数が 1 番多かったのは 14 の 47 ページ（18.7%）であった。2 番目に多かっ
たのは、12 の 43 ページ（10.1%）であった。
　記載量の分析結果から、小学校英語に関することが殆ど書かれていな
いことが数字になって明らかになった。「章」における記載量が 1 番多
く見られた 14 は 41 ページあるが、その割合は僅か 16.3% である。テ





































（1）「英語教育の開始時期の見直し」に該当するテキストは 37 の 1 冊で
小学校英語に関する記載はない。
（2）「国際理解教育の一環としての導入」に分類されるテキストは 8 冊
あり、23 と 8 のみ小学校英語についての記載がある。その他、7　
15　19　28　39　11 には記載がない。
（3）「『外国語活動の新設に向けて』の動き」に分類されたテキストは 8





















23 1997 25 2 ○ 331
39 1997 241
8 2000 　 17 197




29 2002 　 　 　 　 334
4 2003 　 　 6 　 　 234
5 2003 　 　 5 　 　 244
9 2003 　 　 　 　 　 229
20 2005 　 　 16 　 　 ○ 220
21 2005 　 　 3 　 　 ○ 258
31 2007 　 13 　 　 　 291












13 2008 　 22 　 1 2 ○ 254
22 2009 　 　 L10 　 　 　 253
32 2009 　 　 　 5 2 〇 257
35 2010 　 11 2 　 7 ○ 290
17 2011 　 　 2 L17 　 ○ 174
18 2011 　 17 　 1 4 270
24 2011 　 9 3 　 6 ○ 291
26 2011 　 9 2 　 3 ○ 244
34 2011 　 8 　 　 　 ○ 224
3 2012 　 10 2 　 　 ○ 268
33 2012 　 20 　 　 　 240
1 2013 　 12 　 　 　 382
6 2013 　 14 19 　 3 227
10 2013 　 30 1 　 　 ○ 295
38 2013 　 　 　 　 1 　 266
14 2014 　 41 4 　 2 252
12 2015 　 　 43 　 　 427
16 2015 　 　 　 7 　 ○ 353
27 2015 　 　 　 1 　 ○ 497
2 2016 　 　 　 2 3 325
25 2016 　 26 　 　 　 251








スト 23 と 8 のみに小学校の記載がある。23 の内容は、「研究開
発指定校の実践」であり、8 に関してはテキストのタイトルと同
様、「小・中・高の連携」についての内容である。その他、7  15  19 








（3） 2002 年 7 月からの「外国語活動の新設に向けて」の動きがあり、
文部科学省「『英語が使える日本人』の育成のための戦略構想」が




（4） 2008 年 3 月 28 日の小学校学習指導改訂による「外国語活動の新設」
の背景は次の通りである。学習指導要領告示、外国語活動が必修化。
2009 年『英語ノート 1』『英語ノート 2』の配布。小学校学習指導
要領の施行。2011 年「外国語活動」は小学校 5-6 年生に週 1 回必修化。













































(2) 記載「有」とされた項目の分類  以下、分析結果と考察を要約する。
　(1) で調査した内容をうけ、記載「有」の場合は、テキストのどの項
目に記載されているかを調査した。テキストの「部」を使って「小学校
英語」について記載されているテキストは 0 冊。「章」は 16 冊、「節」













たのは 41 ページ（総ページ数に対する割合は 16.3％）で、以下、割合
のみ示すと、「節」は 10.1％、「項」では 8.6％、「付録」は 2.4％であった。
記載ページをテキストごとに総合計すると、ページ数が１番多かったの





























ている。また、森住は講演 (6) の中で、文科省の教材 Hi, Friends! 2 の題
材の危うさも指摘している。第 7 課の ‘We Are Good Friends’ は『桃太郎』
の話を極めて簡単にとりあげたものであるが、征伐する「鬼ヶ島」は具


















































88％、2005 年度は 94％、2007 年度は 97％、2009 年度は 99％の小学校が何
らかの形で英語活動を実施していることが明らかになっている。実施方法













9 月 2 日
② 「小学校外国語活動における指導者の現状と今後の課題」JACET51 回国
際大会　於：愛知県立大学（口頭発表）2012 年 8 月 31 日
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2016 年 3 月 12 日
⑥ 「小学校英語―指導者育成から見える課題」JACET55 回国際大会　於：
北星学園大学（口頭発表）2016 年 9 月 2 日
(5) 「小中連携」について、著者は以下の発表を行っている。
 「小学校英語―指導者養成から見える課題と提案」JACET53 回国際大会　於：
広島市立大学（口頭発表）2014 年 8 月 29 日
(6) 森住衛　講演「児童英語教育における塾の役割―知識・技能・観点をどの
ように考えるか―」レジュメ、Hello Kids 主催、東京都府中市生涯学習セン
ター、2016 年 9 月 17 日
(7) 藤吉大介　研究発表「高校英語教科書における『反戦教材』―高校教科書『コ
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